
保険業法（抄） 

（帳簿書類の備付け） 

第三百三条 特定保険募集人（その規模が大きいものとして内閣府令で定めるものに限る

ものとし、生命保険募集人にあっては生命保険会社の委託を受けた者又はその者の再委託

を受けた者に限り、少額短期保険募集人にあっては少額短期保険業者の委託を受けた者又

はその者の再委託を受けた者に限る。次条において同じ。）又は保険仲立人は、内閣府令

で定めるところにより、その事務所ごとに、その業務に関する帳簿書類を備え、保険契約

者ごとに保険契約の締結の年月日その他の内閣府令で定める事項を記載し、これを保存し

なければならない。 

（事業報告書の提出） 

第三百四条 特定保険募集人又は保険仲立人は、事業年度ごとに、内閣府令で定めるとこ

ろにより、事業報告書を作成し、毎事業年度経過後三月以内に、これを内閣総理大臣に提

出しなければならない。 

保険業法施行規則（抄） 

（規模が大きい特定保険募集人） 

第二百三十六条の二 法第三百三条に規定する内閣府令で定めるものは、毎事業年度末に

おいて次の各号のいずれかに該当するものとする。 

一 所属保険会社等のうち生命保険会社及び外国生命保険会社等（以下この号において「所

属生命保険会社等」という。）の数が十五以上であるもの又は当該事業年度において二以

上の所属生命保険会社等から受けた手数料、報酬その他の対価の額の総額が十億円以上で

あるもの。 

二 所属保険会社等のうち損害保険会社及び外国損害保険会社等（以下この号において「所

属損害保険会社等」という。）の数が十五以上であるもの又は当該事業年度において二以

上の所属損害保険会社等から受けた手数料、報酬その他の対価の額の総額が十億円以上で

あるもの。 

三 所属保険会社等のうち少額短期保険業者（以下この号において「所属少額短期保険業

者」という。）の数が十五以上であるもの又は当該事業年度において二以上の所属少額短

期保険業者から受けた手数料、報酬その他の対価の額の総額が十億円以上であるもの。 


